
 

 

 

 

 

 

医療介護総合確保促進法に基づく 

宮崎県計画 

 

 

 

 
令和３年１２月 

（令和４年３月変更） 
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３．計画に基づき実施する事業 
事業の区分 

 

Ⅰ-1地域医療構想の達成に向けた医療機関

の施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 ４ 

事業名 

 

No １ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

11,500千円 地域医療支援病院等における医科歯科連携推

進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県、宮崎県歯科医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

がん治療を受ける患者が増加する現在において、がん診療連携拠点病院

等と歯科の連携を図り、患者の口腔ケアを行うことで、感染症予防やがん

治療の副作用による口腔内合併症の予防・軽減など、患者のQOL向上を図り、

回復期病床への転換を支援する必要がある。 

 アウトカム

指標 

・がん患者の平均在院日数 

  19.8日(2017年)→18.3日(2023年) 

・地域医療構想において不足とされる回復期病床数の確保 

 2,165床(2019年)→2,250床(2022年) 

事業の内容 地域医療支援病院やがん診療連携拠点病院等の患者に対して全身と口腔

機能の向上を図るため、県内４地区に調整窓口を設置し、歯科衛生士を配置

する。 

調整窓口では、病院等からの依頼を受け、地域の歯科診療所と調整し、

患者の口腔ケア等を実施。また、退院後の歯科診療所の紹介等を行う。 

アウトプット指標 相談紹介件数 100件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

周術期に口腔ケアを行うことで、副作用による口腔内合併症の減少や感染

症予防による術後肺炎リスクの減少などの効果が出、早期回復・早期退院に

つながり在院日数の短縮が図られることから、病床の機能分化を進めることが

できる。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 

－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

11,500(千円) 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

 

7,667(千円) 

 

 

民 7,667(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

 

3,833(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

11,500(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注３） 

7,667(千円) 

 
その他（Ｃ） 

 

0(千円) 

 

 

備考（注４）  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。  
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事業の区分 
 

Ⅰ-1地域医療構想の達成に向けた医療機関
の施設又は設備の整備に関する事業 

標準事業例 － 

事業名 
 

No ２ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

30,000千円 中山間地域の持続可能な医療体制構築推進事業 

（公立病院等の将来計画の策定） 

事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

 宮崎県全体 

事業の実施主体  市町村等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

医療資源の乏しい本県において、人口減少社会の中で持続可能な中山間地

域の医療体制を構築するためには、現在、位置的・政策的に地域医療の拠点

である公立病院を中心とする効率的な医療提供体制の将来像について、地域

が主体となり真剣に議論しなければならない段階に至っている。 

 アウトカム

指標 

県民意識調査｢本県の医療体制に対する満足度｣ 

43.3%(2019年)→50.0%(2022年) 

事業の内容 地域医療構想では、まず公立病院の病床機能や果たす役割を検討すること

とされている中、2025年以降にむけ、県民が安心して生活できる効率的・効

果的な医療体制を地域が主体となり検討していく必要があることから、市町

村等が行う公立病院等を含む医療機関の再編・ネットワーク化の将来計画の

策定を支援する。 

アウトプット指標  公立病院等の将来計画策定 ２か所 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

 2025年に向け、地域でふさわしいバランスのとれた医療提供体制を構築す

るための将来計画策定を支援することにより、効率的・効果的な医療提供体

制の構築が図られ、中山間地域で生活する県民の医療に対する満足度に反映

される。 

地域医療構想の関係性

及びスケジュール（注１） 

 地域医療構想の趣旨を踏まえた、中山間地域における効率的で持続可能な

公立病院等の将来計画を策定する。 

 2025年以降に向け、専門家相談、再編統合等協議、基本設計・実施設計な

ど、それぞれのプロセスに応じて支援し、後工程となる施設整備・設備整備

事業等への円滑な移行を後押しする。  

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

30,000(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公  13,333(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

 

13,333(千円) 

 

 
民 0(千円) 

 
都道府県 

（Ｂ） 

 

6,667(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

20,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注３） 
0(千円) 

 
その他（Ｃ） 

 

10,000(千円) 

 

 

備考（注４）  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合のみ記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注４）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ３ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

30,961千円 重症心身障がい児(者)医療体制構築事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  各医療機関、障害福祉サービス事業所等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 医療的ケアが必要な在宅の重症心身障がい児(者)を受け入れる医療機関や

事業所が不足している状況にあるため、身近な地域で在宅サービスが利用で

きる体制の充実を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

総合周産期母子医療センター(宮崎大学医学部附属病院)小児科の平均在院日

数 

 18.3日(2018年)→18.2日以下(2022年) 

事業の内容 重症心身障がい児(者)を介護する保護者の負担を軽減するため、日中一時

支援等を新たに実施する医療機関や障害福祉サービス事業所の施設・設備整

備等を支援し、より身近な地域で在宅サービスが受けられる体制構築を目指

す。 

また、重症心身障がい児(者)の受入を行う医療機関における医師・看護師

等の資質向上に係る研修等を実施する。 

アウトプット指標 施設・設備整備医療機関等 ８施設 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

 当該事業の実施により、医療的ケアが必要な重症心身障がい児(者)の地域

における在宅サービスの受入体制が構築され、総合周産期母子医療センター

などの高次の医療機関から身近な地域の医療機関や事業所へ、重症心身障が

い児(者)のスムーズな移行が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

30,961(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 3,598(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

18,107(千円) 

 

 

民 2,695(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

9,054(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

27,161(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 3,800(千円) 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ４ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

500千円 高次脳機能障がい相談･支援拠点機関事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

 宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

事故や脳血管疾患等により高次脳機能障がいになった方やその家族が、地

域で安心して生活し、社会参加できるよう、亜急性期から回復期、また、維

持期でのリハビリテーションそれぞれについて、地域における支援ネットワ

ークを構築する必要がある。 

 アウトカム

指標 

県内支援協力医療機関 

 19施設(2018年度)→20施設(2021年度) 

事業の内容 医師と多職種間の円滑な連携を図るため研修会を開催することにより高次

脳機能障がい支援に関わる者の対応スキルを向上させ、県内における支援体

制の強化を図る。 

アウトプット指標  研修会 １回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

  当該事業の実施により療養退院支援や退院後の社会復帰支援等の相談を含

む支援に携わる看護師や理学療法士、作業療法士等のスキルアップが図られ

るとともに、多職種間・同一職種間での連携づくりに資することで支援協力

医療機関の増加を促進し、高次脳機能障がい者が退院後、地域において在宅

療養生活が円滑に送れる体制づくりにつながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

500(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

333(千円) 

 

 

民 333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

167(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

500(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

333(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 53 

事業名 No ５ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

11,852千円 子ども救急医療電話相談事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県（民間事業者(コールセンター）） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 不要不急の時間外受診を減らし、小児科医の負担を軽減するため、かかり

つけ医が診療を行っていない時間帯（夜間）における小児の急な病気や怪我

に対し、保護者が相談できる体制づくりが必要。 

 アウトカム

指標 

休日夜間急患センター小児科の年間受診者数 

 21,881人(2018年)→21,000人以下(2021年) 

事業の内容  かかりつけ医が診療を行っていない時間帯（夜間）に電話相談窓口を設

け、保護者の不安軽減につなげるとともに、小児救急医療機関への不要不急

の受診を抑制し小児科救急医の負担軽減を図る。 

アウトプット指標  電話相談窓口の設置 １か所（２回線） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 年間365日を通して夜間の電話相談を受け付けることにより、不要不急の受

診を抑制し、小児科医の負担軽減を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

11,852(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 935(千円) 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

7,901(千円) 

 

 

民 6,966(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

3,951(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

11,852(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

6,966(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No ６ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

9,851千円 医療従事者確保のための救急医療利用適正化推

進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

 宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県医師会、市町村 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師の疲弊を防ぎ救急医療体制を維持するためには、平日夜間・休日など

の安易な時間外受診を減らす必要がある。そのため、かかりつけ医を持ち、

安易な時間外受診を控えることなどについて、県民に普及啓発を図る必要が

ある。 

 アウトカム

指標 

休日夜間急患センター小児科の年間救急患者数 

 21,881人(2018年)→21,000人以下(2021年) 

事業の内容 県民に救急医療機関の適正受診を促すため、普及啓発を行う。 

・保護者等に向けて医療機関の適正受診等促す講座などの啓発を実施 

（県医師会に委託） 

・県民に対する普及啓発の取組みを実施する市町村への支援 

（市町村への補助） 

アウトプット指標 ・保護者等に向けて医療機関の適正受診を促す講座の実施 ２回 

・救急医療利用（かかりつけ医等）の普及啓発を実施または支援する市町村     

 ３市町村 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

各地域の小児科医が保護者等に直接説明する場を設け、また、適正受診・

かかりつけ医を持つことの意義等について普及啓発を実施又は支援する市町

村を支援することにより、休日夜間急患センターの小児患者が減り、救急医

の負担軽減、地域の医療提供体制の維持につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

9,851(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,667(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

4,900(千円) 

 

 

民 3,233(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,451(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

7,351(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

3,233(千円) 

 

その他（Ｃ） 2,500(千円) 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 26 

事業名 No ７ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

52,000千円 ｢地域医療･総合診療医学講座｣運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎大学 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 本県における医師の地域間偏在を解消するためには本県の地域医療を担う

医師の育成・確保が急務であり、そのためには医学生に対し恒常的に地域医

療マインドの醸成を促す環境整備が必要。 

 また、医師不足地域での地域医療を守る体制を構築する必要がある。 

 アウトカム

指標 

｢地域医療・総合診療医学講座｣の専門研修プログラムで育成される総合診療

医 ５人(2020年)→６人(2021年) 

事業の内容 宮崎大学医学部「地域医療・総合診療医学講座」の運営を支援する。 

（講座の具体的内容） 

・地域医療マインドの醸成 

大学でのカリキュラムに加え、様々な機会で医学生に対する地域医療教育

の充実を図る。 

・地域医療の教育拠点である地域総合医育成サテライトセンターの運営を通

して、総合的な診療能力を有する専門医の育成を図る。 

・多職種連携を円滑に進めるため、コーディネーターを養成する。 

アウトプット指標 ・「地域医療・総合診療医学講座」の支援 １か所 

・地域医療実習を行う学生数 101人 

・コーディネーターの養成数 R3年度養成目標数→30人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医学生の段階から地域医療に係る実習機会を多く設け、地域医療を支える

総合診療医の意義や重要性に対する認識を深めるとともに、総合診療医を核

とした、医療・介護、福祉等の多職種連携の強化に取り組み、本県の地域医

療を担う高度な人材の育成、確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

52,000(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  34,667(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

34,667(千円) 

 

 

民 0(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

17,333(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

52,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) その他（Ｃ） 0(千円) 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 29 

事業名 No ８ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

20,395千円 専門医育成事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県医師会、宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 産科や小児科などの特定診療科の医師不足が深刻な状況にあるため、特定

診療科に勤務する医師の育成・確保を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

・小児科医師数（標準化医師数） 128人(2016年)→132人(2023年) 

・産婦人科医師数（標準化医師数） 100人(2016年)→100人(2023年) 

・｢地域医療・総合診療医学講座｣の専門研修プログラムで育成される総合診

療医 ５人(2020年)→６人(2021年) 

事業の内容 ・産科、小児科及び総合診療の専門研修を行う専攻医に研修資金を貸与す

る。 

・大学及び県内小児医療機関が共同して、小児科専攻医を対象とした症例研

究会を実施する。 

アウトプット指標 ・産科・小児科及び総合診療専攻医への研修資金の貸与 14人 

・小児科専門医症例研究会 ５回 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

当該事業の実施により、産科医・小児科医及び総合診療医を目指す専攻医

に対する研修環境の充実が図られ、県内における産科・小児科及び総合診療

医の確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,395(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

13,596(千円) 

 

 

民 13,596(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

6,799(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

20,395(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

698(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 



20 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 32 

事業名 No ９ 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

15,769千円 女性医師等就労支援事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 県内の女性医師の実数及び構成比が年々増加してきていることから、女性

医師が安心して働き続けることができるよう、出産・育児・介護といったラ

イフステージに応じた支援体制の充実を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

・県内医師数に占める女性医師の割合 

18.6％(2018年)→21.9％(2023年) 

・雇用継続や復職につながった女性医師数 

 ７人（2022年） 

事業の内容 ワークライフ・バランスに対する意識の啓発から、情報提供・相談、就労

継続支援、復職・キャリアアップ支援をワンストップで対応できる体制を構

築し、女性医師等が働き続けられる環境を整備する。 

アウトプット指標 ・日当直や時間外勤務免除等の支援数 10人 

・子どもの一時預かりや送迎等の支援数 40人 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

当該事業の実施により、県内の医療機関に勤務する女性医師等の勤務環境

改善、仕事と家庭の両立が図られ、勤務継続や復職する女性医師等の増加に

つながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

15,769(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

10,513(千円) 

 

 

民 10,513(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

5,256(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

15,769(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

9,846(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 25 

事業名 No 10 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

92,987千円 地域医療支援機構運営事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

 宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県、宮崎県医師会、宮崎大学等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 本県は、医師少数県であり、７つの２次医療圏のうち、５医療圏が医師少

数区域となるなど、医師不足及び医師の地域偏在が顕著であるため、医師の

安定的な確保・育成が急務。 

 アウトカム

指標 

・県内での臨床研修開始者数 57人(2019年)→80人(2023年) 

・医師修学資金貸与者（2021年臨床研修2年次以降）のキャリア形成プログラ

ム参加率→ 100％（2023年） 

・就業医師数（標準化医師数）2,597人(2016年)→2,608人(2023年) 

・県内での臨床研修開始者数 74人(2022年) 

事業の内容 宮崎県と宮崎大学、宮崎県医師会、市町村等が密接に連携し、医師の育成・

確保対策のために以下の事業を実施する。 

・医師配置等促進事業（機構医師等による医学生向けキャリア支援、（仮称）

医師配置等管理システムの導入 等） 

・医師養成・確保支援事業（医師招へい、研修会、説明会開催等） 

・情報発信事業（ウェブサイト運営、広報誌作成、新聞広告） 

・医師スキルアップ支援事業（専門医等の資格取得、更新への支援） 

アウトプット指標 ・キャリア形成プログラムにかかるセミナー等の開催 年２回   

・臨床研修病院説明会出展回数 ５回 

・医師あっせん数 ５名 

・専門医等の資格取得等に対する支援数 130人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

キャリア形成プログラムの充実と適用者の確保、県外からの医師招へい及

び専門医等に対する資格取得等のスキルアップ支援などを通じて、医師不足

及び地域偏在等の重要課題解消を目指す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

92,987(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 36,461(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

61,991(千円) 

 

 
民 25,530(千円) 

 
都道府県 

（Ｂ） 

30,996(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

92,987(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 
22,063(千円) 

 
その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 49 

事業名 No 11 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

5,250千円 医療勤務環境改善支援センター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県医師会、宮崎県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

 病院における長時間労働など過酷な労働環境が問題となっている中、県内

医療機関の勤務環境改善の取組を促進することで医師・看護師等の医療従事

者の離職防止・定着促進を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

・就業医師数（標準化医師数） 

2,597人 (2016年)→2,608人 (2023年) 

・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な、時短計画案の策定に着手又は

検討を開始した医療機関数 ６医療機関（2022年） 

事業の内容 医療従事者の勤務環境の改善を促進するための拠点として、医療勤務環

境改善支援センターを設置し、医療機関の勤務環境改善を促進するための

支援を行う。 

アウトプット指標 ・医療機関からの相談件数 15件 

・社会保険労務士等の訪問(支援)件数 20件 

・勤務環境改善マネジメントシステムを活用した改善に取り組む医療機関数 

 ２医療機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

当該事業の実施により、勤務環境改善に取り組む医療機関の増加が図ら

れ、医療従事者の県内定着確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

5,250(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

3,500(千円) 

 

 

民 3,500(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,750(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

5,250(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

3,500(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 39 

事業名 No 12 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

1,554,757千円 看護師等養成所運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体 各法人及び各郡市医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職

者の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を図

っていくことが求められている。 

 アウトカム

指標 

・看護職員数 

21,204人(2018年)→21,728人(2023年) 

・当該補助対象看護師等養成所卒業生の県内就業率 70％以上(2021年度) 

事業の内容 看護師等養成所の運営に必要な経費についての補助を行い、看護師等養成

所の強化及び看護師等教育の充実を図る。 

アウトプット指標 対象施設数 16校 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護師等養成所の運営に必要な経費を補助し、看護師等教育を充実させる

ことで、看護職員の安定的な養成と確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,554,757(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  11,396(千円) 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

163,502(千円) 

 

 

民 152,106(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

81,751(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

245,253(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 1,309,504(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 41 

事業名 No 13 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

20,731千円 宮崎県ナースセンター事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

超高齢化社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護

職者の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を

図っていくことが求められている。 

 アウトカム

指標 

・看護職員数 21,204人(2018年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 7.9％(2019年)→8.5％以下を維持(2023年) 

事業の内容 保健師、助産師、看護師及び准看護師で未就業の者に対し、医療機関等

と連携した就業促進に必要な支援等を行う。 

アウトプット指標 ・ナースバンクを活用した年間就業者数  350名 

・ナースバンク求職・求人相談件数 1,800件 

・復職支援研修会参加者数 100名 

・医療機関等と連携した復職支援研修 ２地区、参加者 15名 

・看護体験者数 600名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

未就業看護職員の再就業促進などを医療機関等と連携して行うことによ

り、看護職員の質の向上や安定的な確保に繋げることができる。 

また、看護職希望者や家族に対し、知識と技術を持つプロフェッショナルと

しての看護の本質及び魅力を伝え「看護」について考える機会を提供するこ

とで、イメージアップの向上及び人材の確保・定着に結びつけることができ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,731(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

8,829(千円) 

 

 

民 8,829(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

4,414(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

13,243(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

8,829(千円) 

 

その他（Ｃ） 7,488(千円) 
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備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36 

事業名 No 14 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

20,011千円 特定行為に係る看護師の研修制度推進事業 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

 宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎県、各医療機関等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 高齢化や人口減少が進む中、医療の質や安全の確保のために、急性期から

在宅医療等まで幅広く支える高度な専門知識と技術も持った特定行為研修修

了者の養成が必要である。 

 そのため、県内での研修受講環境を確保するため、特定行為研修指定研修

機関等の整備を促進する必要がある。 

 アウトカム

指標 

特定行為研修修了者延べ人数  

42名（2018年）→80名（2022年） 

事業の内容  特定行為研修制度への理解を深めるための研修会や推進に関する検討会を

開催する。また、特定行為研修指定研修機関や特定行為研修協力機関として

の準備を行う医療機関等に対する経費の一部を補助する。 

〔補助対象経費〕 

 初度整備にかかる費用（賃金、旅費、需用費、役務費、備品購入費など） 

アウトプット指標 ・研修会開催回数 １回  

・検討会開催回数 ３回 

・特定行為研修指定研修予定機関への支援 ２施設 

・特定行為研修協力予定機関への支援 ２施設 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

 特定行為研修制度の周知を行うことによる、特定行為の必要性の理解が進

み、修了者の活躍につながる。また、県内における研修受講環境が整うこと

により、特定行為研修修了者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

20,011(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 8,834(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

8,834(千円) 

 

 

民  (千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

4,417(千円) 
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計 

（Ａ＋Ｂ） 

13,251(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 

 

その他（Ｃ） 6,760(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36 

事業名 No 15 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

3,273千円 実習指導者講習会事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県看護協会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築が進み、療養の場が医療機関から自宅、介護

施設等へ移行している中で、学生の看護実習の場も拡大している。看護職の

人材確保・定着を推進するため、量・質ともに優れた看護職の養成が必要で

あり、実習指導者としての役割やスキルを学び、現場での看護教育の充実、

向上を図っていくことが求められている。 

 アウトカム

指標 

・看護職員数 21,204人(2018年)→21,728人(2022年) 

・新人看護職員の離職率 6.6％(2019年)→8.0％以下を維持(2023年) 

事業の内容 看護教育における実習の意義及び実習指導者としての役割を理解し、効

果的な実習指導を行うために必要な知識、技術を習得させる講習会を行

う。 

アウトプット指標 ・実習指導者講習会 講義及び演習 184.5時間 30名 

・実習指導者講習会(特定分野) 講義及び演習 47時間 20名 

・フォローアップ研修 年１回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

看護教育における実習の意義及び役割を理解し、効果的な実習ができるよ

う必要な知識・技術を修得させ、指導者としての質の向上を図ることで、県

内医療機関における看護教育の充実と県内就業先の魅力向上に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,273(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

2,182(千円) 

 

 

民 2,182(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,091(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

3,273(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

2,182(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 35 
事業名 No 16 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

36,075千円 新人看護職員卒後研修事業 

事業の対象となる医療
介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県看護協会、対象医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ
ーズ 

超高齢社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護職

者の需要は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な養成・確保を図

っていくことが求められている。 

一方で、医療の高度化や医療安全に対する意識の高まりなど国民ニーズの

変化を背景に、看護の臨床現場で求められる臨床実践能力と看護基礎教育で

修得する看護実践能力との間には乖離が生じている。この乖離は新人看護職

者の離職の一因となっているため、新人看護職員研修等の実施により新人看

護職者の臨床実践能力の向上を図ることが求められている。 

 アウトカム

指標 
・看護職員数 21,204人(2018年)→21,728人(2022年) 

・新人看護職員の離職率 6.6％(2019年)→8.0％以下を維持(2023年) 

・ガイドラインに沿った新人看護職員研修を実施している医療機関の割合 

 71.1%(2017年)→90.0%(2022年) 

事業の内容 ・新人看護職員研修推進事業 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護

師の臨床研修体制の支援、研修責任者の育成及び地域における連携体制の構

築を図るための研修会等を開催する。 

・新人看護職員研修事業 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看

護師の看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、各医療機関において

基本的な臨床実践能力を獲得するための研修を実施する。 

アウトプット指標 ・新人看護職員合同研修の開催 ７回(900名) 

・研修責任者等研修の開催 ６回(240名) 

・新人看護職員研修推進協議会の開催 １回 

・事業実施医療機関 35施設 

アウトカムとアウトプ
ットの関連 

本事業により新人看護職員の臨床実践能力の向上を図ることで、離職を防

止し、看護職員の確保につなげることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

36,075(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公   783(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

12,639(千円) 

民 11,856(千円) 

 都道府県 

（Ｂ） 

6,319(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

18,958(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 
3,045(千円) その他（Ｃ） 17,117(千円) 

 

備考（注３）  
（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 50 

事業名 No 17 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

12,222千円 病院内保育所運営支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体  各医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 超高齢化社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護

職者の需用は今後増大する見込みであり、看護職者の安定的な要請・確保を

図ることが求められている。 

 アウトカム

指標 

・病院内保育所の設置数 27か所(2020年)→30か所(2024年) 

・看護職員数 21,204人(2018年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 7.9％(2019年)→8.5％以下を維持(2023年) 

事業の内容 県内に所在する病院及び診療所に従事する職員の離職防止及び再就業を促

進し医療従事者の確保を図るため、病院内保育施設を運営する事業者を支援

する。 

アウトプット指標 ・対象施設 ２か所 

・対象施設における利用者数(児童数) １５人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

病院内保育施設を設置している病院に運営費を補助して看護職員の働きや

すさ確保のための環境整備を行い、離職防止及び未就業看護職員の再就業を

促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

12,222(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

5,432(千円) 

 

 

民 5,432(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,716(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

8,148(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 4,074(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No 18 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

4,000千円 障がい児者歯科保健医療推進事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体  宮崎市郡歯科医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の障がい児者の歯科診療のニーズは年間延べ約26,000人（うち全身麻

酔法における歯科診療が必要な者は約470人）と推定されるが、これらの歯科

診療ニーズに対応するためには、年間290日前後の診療日数の維持並びに全

身麻酔法における歯科診療など高度な医療に対応できる障がい児者専門医

及び歯科麻酔医数の増加を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

・高度な医療に対応できる障がい児者歯科専門医数 

 ２人(2020年)→２人以上(2022年) 

・高度な医療に対応できる歯科麻酔医数 

  ０人(2020年)→１人以上(2022年) 

・宮崎歯科福祉センターの受入れ患者数 

10,606人（うち全身麻酔法及び静脈内鎮静法における歯科診療を行う患者

数300人以上(2019年)→維持(2022年)） 

・年間診療日数 290日→維持（2022年） 

事業の内容 県内唯一の障がい児者専門の歯科診療所である宮崎歯科福祉センター

（以下、「センター」と言う。）に勤務する障がい児者歯科専門の歯科医師

及び歯科麻酔医の専門医を育成・確保するため、診療所内での現任訓練

（ＯＪＴ）に係る指導業務費、学会及び研修参加費などの経費の支援を行

い、年間を通じて継続的に高度な歯科診療を提供できるスタッフ体制を確

保する。 

アウトプット指標 対象施設 １か所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

センターにおいてすべての障がい児者に対応できる歯科診療体制を整え、

歯科治療や予防を行うことで、県内の障がい児者の歯の健康を維持する。ま

た、複数の専門医を確保することで不測の事態による休診等を防ぎ、安定し

て診療を提供することにもつながることが期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

4,000(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

2,667(千円) 

 

 

民 2,667(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,333(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

4,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) その他（Ｃ） 0(千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 － 

事業名 No 19 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

6,500千円 産科医等研修支援事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

  宮崎県全体 

事業の実施主体   宮崎県医師会 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の周産期医療は全国でも高い水準を維持しているが、新たに開業する

産科医が少なく、高齢化が問題となっている。今後、周産期医療体制を維持

していくためには、周産期医療従事者のスキルアップとともに産科医療環境

の充実を図る必要がある。 

 アウトカム

指標 

周産期死亡率 

2.5ポイント(R元年) → 2.5ﾎﾟｲﾝﾄ以下を維持(R4年) 

事業の内容 県医師会（県産婦人科医会）における研修等の開催を支援することで、県

内の産科医療に係る研修環境を充実させ、産科医療従事者のスキルアップを

図り、安心してお産のできる体制を整備する。 

アウトプット指標 ・新生児蘇生法講習会 受講者50名 

・J-CIMELSベーシックコース 受講者50名 

・病医院従事者研修会 受講者250名 

・周産期症例検討会 受講者60名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県内の産科医療従事者の資質を向上させることで、周産期救急医療に効果

的に対応することができ、県内全域において、高水準の医療を提供すること

ができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,500(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  0(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

4,333(千円) 

 

 

民 4,333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

2,167(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

6,500(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

4,333(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 28 

事業名 No 20 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

3,000千円 アレルギー専門医等育成による小児医療支援事

業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 県、宮崎大学 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県は、宮崎県アレルギー疾患医療拠点病院の候補となり得る医療機関に

日本アレルギー学会専門医が勤務しておらず、全国的にもアレルギー専門医

の少ない地域である。また、小児科医師数も全国的に少ないため、これらの

分野の専門医育成が急務である。 

 アウトカム

指標 

・県内日本アレルギー学会専門医数 

現状値(R2年度)：13人→目標値(R5年度)：14人 

・県内日本アレルギー学会会員数 

現状値(R3.4.1)：41人→目標値(R3年度末)：44人 

事業の内容 本県に専門医が少ないアレルギー分野の基礎的な研修会・講習会等へ医師

を派遣する。 

アウトプット指標  アレルギー分野の各種研修受講支援者数 のべ15人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 アレルギー分野の基礎的な研修会・講習会へ参加することにより、アレル

ギー専門医を目指すきっかけづくりを行い、専門医の養成につなげる。 

また、アレルギー専門医やアレルギー分野の研修等を受けた医師が増え、

アレルギー疾患を抱える小児に対応できる医師が増えることにより、小児医

療の充実及び小児科医師の負担軽減にもつながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,000(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  2,000(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

2,000(千円) 

 

 

民 0(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,000(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

3,000(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 50 

事業名 No 21 新規事業／継続事業 継続 【総事業費（計画期間の総額）】 

66,006千円 中山間地域の持続可能な医療体制構築支援事業 

（医療人材確保） 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体（中山間地域） 

事業の実施主体 宮崎県、市町村、宮崎大学等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

｢本県の医療体制に対する満足度｣について、中山間地域は都市部と比較し

て低い。また、自治医科大学医師等が中山間地域で勤務する場合も、人的物

的医療資源が乏しいことから、様々な面での支援が必要。 

 アウトカム

指標 

・県民意識調査｢本県の医療体制に対する満足度｣ 

43.3%(2019年)→50.0%(2022年) 

・救急科専門医 36人(2020年)→42人(2022年) 

事業の内容 中山間地域で県民が安心して生活するには、限られた医療資源を活用し、

効率的・効果的な医療体制を構築することが必要であり、そのために必要な

支援を行う。 

アウトプット指標 ・キャリア形成支援のための施設・設備整備支援 １ 

・効率的な医療提供方法の検討及び計画の作成支援 １ 

・ＩＣＴ等を活用した勤務環境改善・診療支援 ３ 

・救急医養成講座の支援 １ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

様々な支援を実施することにより、効率的・効果的な医療体制の構築や中

山間地域勤務医の支援体制が充実し、中山間地域で生活する県民の安心が確

保され、満足度も高くなる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

66,006(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 36,467(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

36,467(千円) 

 

 

民 0(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

18,233(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

54,700(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 11,306(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 標準事業例 36 

事業名 No 22 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

3,499千円 中山間地域人財育成環境整備モデル事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体（中山間地域） 

事業の実施主体 県、市町村 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

超高齢化社会の中で、要介護高齢者の増加や在宅医療の推進等により看護

職員の需要は今後増大する見込みであり、地域間連携に強い看護職員の安定

的な確保・育成を図っていくことが求められているが、中山間地域において

は、人員不足から研修機会に乏しく、意欲のある看護職員確保における課題

となっていることから、研修機会の充実が求められている。 

 アウトカム

指標 

・看護職員数 21,204人(2018年)→21,728人(2022年) 

・看護職員の離職率 7.9％(2019年)→8.5％以下を維持(2023年) 

事業の内容  中山間地域と都市部の医療機関の間で、看護職員の相互人材交流による研

修環境整備を支援し、研修機会の拡充及び医療機関間の連携を図る。 

アウトプット指標 相互人材交流による研修実施者 ４人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

 中山間地域における研修機会を充実させることで、看護職員の意欲や資質

の向上が図られ、看護職員の県内就業者数の確保・定着につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,499(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 2,333(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

2,333(千円) 

 

 

民 0(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

1,166(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

3,499(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整

備に関する事業 

標準事業例 
－ 

事業名 No 23 新規事業／継続事業 新規 【総事業費（計画期間の総額）】 

79,800千円 地域医療勤務環境改善体制整備事業 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

宮崎県全体 

事業の実施主体 宮崎県内医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月31日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

令和６年度から適用される医師の時間外労働上限規制に向け、過酷な勤務

環境となっている医師の労働時間短縮を進める必要がある。 

 アウトカム

指標 

・客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の割合 

51％(2019年)→55％(2023年) 

・時間外労働時間が年間960時間超の医師が在籍する医療機関の割合 

17％(2019年)→10％(2023年) 

・地域医療確保暫定特例水準の指定に必要な、時短計画案の策定に着手又は

検討を開始した医療機関数 ６医療機関（2022年） 

事業の内容 地域医療に特別な役割があり、かつ勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に

資する計画を定める医療機関に対し、労働時間短縮に向けた体制整備に要す

る費用等を補助する。 

アウトプット指標 労働時間短縮に向けた体制整備への支援数 ６医療機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備に要する費用等を補助すること

で、勤務医の労働時間を短縮し、勤務医の働き方改革の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

79,800(千円) 

 

 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 29,867(千円) 

 

 

基 

金 

国 

（Ａ） 

53,200(千円) 

 

 

民 23,333(千円) 

 

都道府県 

（Ｂ） 

26,600(千円) 

 

 

計 

（Ａ＋Ｂ） 

79,800(千円) 

 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

0(千円) 

 

その他（Ｃ） 0(千円) 

 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること 

 

（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

宮崎県介護施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の総

額）】 

393,390千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 医療法人等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、各地域の実情に応じた介護サー

ビス提供体制の整備促進を図る必要がある。 

 アウトカム指標 地域密着型サービス施設等の定員・宿泊定員数の増により、介護サービ

ス提供体制の充実・強化を図る。 

事業の内容  

① 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

・介護療養型医療施設からの転換      ２８８床（10か所） 
 
 

② 介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援

を行う。 

整備予定施設等 

・介護療養型医療施設からの転換      ２８８床（10か所） 
 

アウトプット指標 【第８期介護保険事業支援計画／計画策定時 → ３年度末】 

○介護医療院（介護療養型医療施設からの転換）４１９床（14か所） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

介護療養型医療施設からの転換の整備や必要な準備経費に対して支援

を行うことにより、介護医療院等への転換を推進する。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
（注１） 

基金 
その他 
（Ｃ） 
（注２） 

国（Ａ） 都道府県
（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 
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②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円) 

72,270 

(千円) 

48,180 

(千円) 

24,090 

(千円) 

0 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

321,120 

(千円) 

 

214,080 

(千円) 

 

107,040 

(千円) 

 

0 

⑤民有地マッチング

事業 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

(千円) 

 

0 

⑥介護施設等におけ

る新型コロナウイル

ス感染拡大防止対策

支援事業 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

(千円) 

 

 

0 

⑦介護職員の宿舎施

設整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ） 
(千円) 

393,390 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

262,260 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

131,130 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

393,390 

その他（Ｃ） 
(千円) 

0 

備考（注

５） 

【基金造成額】 

・R3当初分      393,390千円 

【基金所要見込額】 

・R3当初分      計 90,572千円 

令和 3年度       90,572千円 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当 

   額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載 

   すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.1】 

介護人材確保連携強化事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,195千円 

2,061   

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図るため

には、介護施設・事業所の介護従事者を増やす必要があり、そのため

には、関係団体や行政の連携の場を構築することにより、課題を共通

して認識し、取組の促進を行う必要がある。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 行政や職能団体、事業者団体などで構成する「介護人材確保推進協

議会」の開催と、各種施策、事業等の情報発信や普及啓発を行うポー

タルサイトの構築。 

アウトプット指標 介護人材確保推進協議会の実施回数 

アウトカムとアウト

プットの関連 

協議会において介護人材確保の現状や実態を把握し、具体的施策を

検討するとともに、その内容を効果的に発信することで、介護人材の

確保を図る。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,195 

2,061 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,463 

1,374 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,463 

1,374 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

732 

民 (千円) 
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687 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,195 

2,061 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載す

ること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進事業 

事業名 【No.2】 

「みやざき・ひなたの介護」情報発信事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,702千円 

0   

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025年には 2,647人の介護職員が不足すると推計しており、高齢者

の介護を支える基盤づくりが急務となっている。介護に対するマイナ

スイメージを払拭させ、介護職への理解を通じて介護人材の参入促進

を図る必要がある。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 ① 情報発信番組の制作・放映及び二次利用 

・「介護の魅力」についてテレビ等を活用して情報発信する。 

・放送された番組をホームページで配信するほか、ＤＶＤを作製 

し、２次利用を展開する。 

②パンフレット等の作成、配布 

介護の魅力を発信するパンフレット等を作成し、県内関係機関等に

配布する。 

③イベントの開催 

介護の魅力発信を目的とした講演会、介護体験会等の内容を一体的

に行うイベント 

④職場体験会等の実施 

山間部の小中学生を介護事業所に招いて職場体験を実施する。 

アウトプット指標 情報発信番組の視聴率 15％以上 

アウトカムとアウト

プットの関連 

介護のしごとや魅力について広く知ってもらうことで、介護に対す

るマイナスイメージの払拭が図られ、人材の参入促進につながる。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,702 

0 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

 

 基金 国（Ａ） (千円) 

13,135 

0 
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都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,567 

0 

民 (千円) 

13,135 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,702 

0 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

13,135 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３） ※R3事業費は R2基金を充当。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野拡大」 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講等支

援事業（イ） 

事業名 【No.3】 

介護に関する入門的研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,227千円 

2,979   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 宮崎県（介護福祉士養成施設に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護従事者について、稼働年齢層のみだけではなく、就活中の若者、

地域の潜在労働力である主婦層、定年を控えた中高年齢層等など多様

な人材層からも確保し、すそ野の拡大を行う必要がある。 

 アウトカム指標 参加者の介護人材センターへの登録者数 

事業の内容 介護未経験者に対して、介護に関する基本的な知識や介護の業務に

携わる上で知っておくべき基本的な技術を学ぶことができる「入門的

研修」を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

多様な人材層に対し、介護に関する講座を開催することで、参加者

の介護職への参入意欲を高め、介護人材の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,227 

2,979 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,818 

1,986 

県（Ｂ） (千円) 

1,409 

993 

民 (千円) 

2,818 

1,986 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,227 

2,979 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,818 

1,986 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進事業 

事業名 【No.4】 

福祉人材センター運営事業（福祉人材確保重点事

業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,788千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福祉ニーズの増大・多様化に伴い、質の高い福祉従事者を安定的に

確保する必要があるため、求職者と求人事業者のマッチング支援を

行い、福祉・介護職場への就業促進を図る。 

 アウトカム指標 福祉人材センターにおける就職率：33．3％、介護サービス従事者数

の増加 

事業の内容 ① 福祉の仕事就職促進イベント 

新規学校卒業予定者、一般求職者と県内の求人事業所（社会福祉

施設、介護保険施設等）を対象とした就職促進イベントを開催す

る。宮崎労働局、宮崎公共職業安定所との共催。 

② 福祉の仕事就職説明会 

福祉の仕事に就職を希望する学生や一般求職者が、求人事業所

（社会福祉施設、介護保険施設等）と仕事内容や採用選考などに

ついて、直接話をすることができる就職説明会を開催する。 

③ 無料職業紹介事業開設日拡充 

仕事などの都合により平日に来所することができない方を対象

に、福祉人材センター無料職業紹介窓口を土曜日も開所する。 

・主たる対象：求職者、求人事業所 

・実施体制：非常勤職員 ２名 

・実施期間：毎週土曜日（祝日、年末年始除く）の午前９時から

午後４時 

アウトプット指標 ① 福祉の仕事就職促進イベント 

参加者：150名、参加事業所：70事業所 

② 福祉の仕事就職説明会 

参加者：80名、参加事業所：30事業所 

③ 無料職業紹介事業開設日拡充 

土曜来所者数：20名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

福祉の仕事就職面接・相談会等への参加者のうち、継続的に就労支

援を希望する求職者に対して、福祉人材センターが相談支援等を実



52 

施し、就業促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,788 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,525 

県（Ｂ） (千円) 

1,263 

民 (千円) 

2,525 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,788 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,525 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.5】 

福祉人材センター運営事業（離職介護福祉士等届

出事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,981千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

平成 29年４月からスタートした離職した介護福祉士等の届出制度

の更なる周知を図り、円滑な届出の実施と届出登録者の再就業を促

進する必要がある。 

 アウトカム指標 届出登録者のうち、再就業に至った方の人数 50 名、介護サービス

従事者数の増加 

事業の内容 ① 届出システムの円滑な運用 

② 普及啓発活動 

有資格者（離職者、就業者）をはじめ、広く県民に対し届出制度

の周知を図る。 

③ 登録相談 

届出制度に関する相談の受付、インターネットによる届出が困難

な方のための代行入力、登録者への相談対応等を行う。 

④ 研修情報等の収集・作成・提供 

復職に向けた研修や求人に関する情報を収集し、登録者へ情報提

供を行う。 

⑤ 関係団体（ハローワーク、介護福祉士会等）との連携 

アウトプット指標 届出登録者数：150名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

離職した介護福祉士等の情報を把握し、求人や研修の情報提供な

ど効果的な復職支援を行い、介護福祉士等の再就業を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,981 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,320 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

661 

民 (千円) 

1,320 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,981 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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その他（Ｃ） (千円) 

 

(千円) 

1,320 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.6】 

社会福祉研修センター運営事業（キャリアパス支

援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,434千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 宮崎県（県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

長期的に介護人材の確保・定着の推進を図るためには、介護職員が

将来展望を持って介護の職場で働き続けることができるよう、能力・

資格・経験等に応じた処遇が適切になされることが重要であり、こう

したキャリアパスに関する仕組みを、介護の職場に導入・普及してい

く必要がある。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 介護職員等を対象に、自らのキャリアパスを描き、それぞれのキ

ャリアパスの段階に応じた共通に求められる能力を段階的・体系的

に習得させるために、以下の研修を行う。 

・キャリアデザインとセルフマネジメント 

・福祉サービスの基本理念と倫理 

・メンバーシップ・リーダーシップ 

・能力開発 

・行動指針の作成 

・キャリアデザインとアクションプランの策定 他 

アウトプット指標 福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 

①初任者コース：200人 

②中堅職員コース：240人 

③チームリーダーコース：200人 

④管理職員コース：40人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

受講者が研修修了後にキャリアデザインを作成することで、将来

の展望を持って働くことができるため、福祉介護職への定着につな

がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,434 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,956 



56 

県（Ｂ） (千円) 

1,478 

 民 (千円) 

2,956 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,434 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,956 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支

援事業 

事業名 【No.7】 

社会福祉研修センター運営事業（OJTスキル研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

834千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材の離職防止・定着促進の観点から、職場内での研修の充実

が求められている。OJTは業務スキルの習得を現場でより実践的に行

うとともに、身近な先輩職員による職場生活上の不安や悩み等のメ

ンタルケアも期待されるため、介護の職場に導入・普及していく必要

がある。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 介護事業所等の中堅職員やチームリーダーに対し、OJTスキルを学

びマネジメント能力やコーチングスキルを身につけるための研修を

行い、新人職員の指導体制を整え、早期離職防止と定着促進を図る。 

① OJTスキルの基礎研修 

・OJTの目的と役割 

・OJTを効果的に行うためのポイント 

・具体的な指示の仕方、ほめ方、指摘の仕方 他 

② OJTスキル実践研修 

・OJTの目的と役割 

・OJTを効果的に行うための体制づくり 

・OJT担当職員の指導方法 

アウトプット指標 ① OJTスキル基礎研修：40名 

② OJTスキル実践研修：30名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

受講者が研修修了後にキャリアデザインを作成することで、将来

の展望を持って働くことができるため、新人職員の福祉・介護職への

定着につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

834 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円) 

 

 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

556 
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都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

278 

（注１） 民 (千円) 

556 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

834 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

556 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.8】 

介護職員スキルアップ支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

   7,722千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 宮崎県（県介護福祉士会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展に伴い要介護者が増加する中、介護のニーズも多様

化している。介護技術の向上のためには、現場での OJT に加え、研

修体制の充実などが必要であるが、介護事業所の中には単独での研

修開催や代替職員がいないことにより昼間や遠隔地での研修参加が

困難なところも少なくない。また、介護現場では医療行為を必要とす

る高齢者が年々増えており、従来看護士が担ってきた利用者の身体

状況の把握や状況判断に加え、医療的技術のサポートを介護職員に

求められるなど、より専門的な知識及び技術の習得が必要となって

いる。 

 アウトカム指標 ①基礎的技術の向上が図られ、自信を持って業務に取り組むことの

できる介護職員の増加 

②専門性の高い介護技術を習得した介護職員の増加 

事業の内容 ○介護技術基礎研修（出前講座、ブロック別研修） 

○医療的ケア等に関する研修 

アウトプット指標 ①出前講座 40回 

②出前講座以外の各研修の参加率 80％ 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護職員に対して効果的な研修を実施することにより、基礎技術

の向上及び専門性の高い介護技術の習得が図られ、質の高いケアを

介護現場で提供することができるとともに、現場ニーズに応えられ

る介護職員の増加に繋がることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,722 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,148 

県（Ｂ） (千円) 

2,574 

民 (千円) 

5,148 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) うち受託事業等 
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7,722 （再掲）（注２） 

(千円) 

5,148 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.9】 

喀痰吸引等指導者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,277千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療的ケアに関する介護需要への適切な対応が求められている。 

 アウトカム指標 喀痰吸引等を実施できる介護職員の増加 

事業の内容 喀痰吸引等に係る実地研修の指導者を養成するための講習を実施

（指導する看護師等の養成） 

アウトプット指標 指導者講習受講者 60名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修を実施することにより、適切に喀痰吸引等を実施することが

できる介護職員数が増加し、喀痰吸引等を必要とする高齢者等の介

護需要に応えることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,277 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

678 

県（Ｂ） (千円) 

339 

民  (千円) 

678 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,017 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

678 

その他（Ｃ） (千円) 

260 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.10】 

自立支援型ケアマネジメント推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,338千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、在宅において医療と介護の両方を必要とする高齢者の増加

が見込まれるが、介護支援専門員は福祉系の基礎資格を有する者が

多く、医療分野に苦手意識があり、医療との連携が十分ではないとの

指摘があるため、医療的知識を習得する機会が必要である。 

 アウトカム指標 研修後のアンケートにおいて「医療系サービスに関する悩みがあ

る」と回答する者の割合 40％以下（2020年時点 52％）、ケアプラン

に医療サービスを適切に位置付けられる介護支援専門員の増加 

事業の内容 介護支援専門員に対して、医学的知識、医療サービスの活用に関す

る研修会及び事例検討会等を開催する。 

アウトプット指標 研修受講者数 600名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護支援専門員が研修を通して医学的知識を習得することで、医

療・介護連携の必要性を認識し、適切な医療サービスを位置づけるこ

とができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,338 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,495 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

748 

民 (千円) 

1,495 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

2,243 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

1,495 

その他（Ｃ） (千円) 

1,095 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.11】 

介護支援専門員ケアマネジメント向上支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,472千円 

824   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護保険施設に勤務する介護支援専門員については、各施設１名

ずつしか配置がない場合が多く、また、「一人ケアマネ」の居宅介護

支援事業所においてもケアマネジメントに個別性がない等の指摘が

ある一方で、ケアマネジメントについて相談・助言を受ける機会の確

保が必要である。 

 アウトカム指標 質の高いケアプランを作成できる介護支援専門員の増加、実施後

アンケート「丁寧なアセスメントができるようになった」、「利用者本

位・自立支援を意識したプランニングができるようになった」９割以

上 

事業の内容 他の介護支援専門員の手本となる介護支援専門員を認定介護支援

専門員として認定し、各介護保険施設等を巡回し相談・助言を行う。 

アウトプット指標 訪問件数 100件（個別訪問、集団の場の合計） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

個別訪問や圏域毎の集団での「顔の見える関係づくり」の場を設け

ることで、ケアマネジメントに関する相談・助言の機会が確保され、

ケアマネジメントの質の向上につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

2,472 

824 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

549 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

275 

民 (千円) 

549 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

824 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

549 

その他（Ｃ） (千円) 

1,648 
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0 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業 

事業名 【No.12】 

介護支援専門員スキルアップ事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,726千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県介護支援専門員協会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護支援専門員については資質に差があり、研修水準の平準化が

全国的な課題となっているため、研修向上委員会を設置して研修の

あり方について検討・改善が必要である。また５年に一度の法定研修

のみで資質向上を図ることは難しく、実践現場での指導の充実が必

要である。 

 アウトカム指標 法定研修受講者の研修受講後の自己評価「できる」「概ねできる」の

合計 80％以上。 

事業の内容 実務者で研修の内容検討及び研修評価を行い、多職種の団体の代

表者で構成される委員会に報告し、より効果的な研修について検討

するとともに、実践現場での指導を担う主任介護支援専門員のリー

ダーを養成する。 

アウトプット指標 研修向上委員会開催回数 ２回、作業部会開催回数 ２回 

リーダー養成研修開催回数 ４回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修向上委員会の意見を基に、作業部会で研修内容等の見直し・改

善を行うことで受講生の理解度が上がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,726 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,484 

県（Ｂ） (千円) 

1,242 

民 (千円) 

2,484 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,726 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,484 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.13】 

認知症介護研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,690千円 

11,855   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（県介護福祉士会等に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症患者の医療・介護連携ケースの増加 

事業の内容 以下、①から⑤の研修を実施する。 

① 認知症対応型事業開設者研修 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 

⑤ 認知症介護基礎研修 

アウトプット指標 ① 認知症対応型事業開設者研修 40名 

② 認知症対応型サービス事業管理者研修 80名 

③ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 40名 

④ 認知症介護指導者フォローアップ研修 ３名 

⑤ 認知症介護基礎研修 130名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修を通して認知症高齢者に対する介護技術の向上と適切なサー

ビスの充実を図るとともに、医療・介護の連携の重要性を学ぶことに

より、医療・介護連携ケースが増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,690 

11,855 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,762 

1,508 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

881 

755 

民  (千円) 

1,762 

1,508 
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計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

2,643 

2,263 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

1,762 

1,508 

その他（Ｃ） (千円) 

11,047 

9,592 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.14】 

認知症地域支援体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,552千円 

7,512   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（県医師会等に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

 アウトカム指標 認知症患者の医療・介護連携ケースの増加、チームオレンジ整備市町

村数の増加 

事業の内容 以下、①から⑧の研修、事業を実施する。 

① かかりつけ医認知症対応力向上研修 

② 医療従事者向け認知症対応力向上研修 

③ 認知症サポート医フォローアップ研修 

④ 歯科医師認知症対応力向上研修 

⑤ 薬剤師認知症対応力向上研修 

⑥ 看護師認知症対応力向上研修 

⑦ みやざきオレンジドクター普及啓発事業（名簿公開のほか、新規

登録者にプレートを交付し認知症相談の窓口であることを周知

する） 

⑧ 認知症支援体制整備事業 

アウトプット指標 ①かかりつけ医認知症対応力向上研修 200名 

②医療従事者向け認知症対応力向上研修 200名 

③認知症サポート医フォローアップ研修 400名 

④歯科医師認知症対応力向上研修 80名 

⑤薬剤師認知症対応力向上研修 100名 

⑥看護師認知症対応力向上研修 40名 

⑦みやざきオレンジドクター普及啓発事業 50名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修を通して認知症高齢者に対する技術・知識の向上と適切なサ

ービスの充実を図るとともに、医療・介護連携が強化され、医療・介

護の連携ケースが増加する。市町村が配置するコーディネーター等

に対する研修を通じて、チームオレンジの整備を支援する。 

事業に要する費用の額 金 総事業費 (千円) 基金充当額 公  (千円) 
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額 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 7,552 

7,512 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

基金 国（Ａ）  (千円) 

5,035 

5,008 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

2,517 

2,504 

民  (千円) 

5,035 

5,008 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

7,552 

7,512 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

5,035 

5,008 

その他（Ｃ）  (千円) 

 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育成 ・ 

資質向上事業 

事業名 【No.15】 

地域包括ケアシステム体制強化支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,230千円 

7,839   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（その他分は委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステム構築支援や地域包括支援センターの機能強

化を行い、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活することができ

るよう、地域包括ケアシステムの推進を図る。 

 アウトカム指標 地域ケア会議における高齢者の自立支援に資するケアマネジメント

や地域包括ケアシステムの推進に取り組む市町村数の増加 

事業の内容 広域支援員を配置し、市町村や地域包括支援センターが主催する

地域ケア会議の運営等に対する助言や研修に対する支援のほか、専

門職（薬剤師、管理栄養士等）の派遣調整を行う。 

アウトプット指標 ①業務支援員による相談・支援件数 50件 

②研修会回数・参加者数 １回・100名 

③専門職派遣件数 300件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

研修や専門職派遣等による市町村や地域包括支援センター職員等

の資質向上や支援体制の強化により、高齢者の自立支援に資するケ

アマネジメントや地域包括ケアシステムを推進するための充実した

「地域ケア会議」を実施する市町村が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,230 

7,839 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,300 

1,906 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,300 

1,906 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

1,650 

953 

民  (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

4,950 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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2,859 (千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

5,280 

4,980 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.16】 

成年後見制度利用促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,393千円 

6,728   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

認知症高齢者の増加に伴い、成年後見の需要が高まっている。 

 アウトカム指標 市町村社会福祉協議会等による法人後見実施市町村数、法人後見受

任件数の増加  

事業の内容 ① 市町村社会福祉協議会等による法人後見受任体制整備 

市民後見人養成研修を実施し、法人後見支援員の育成を図るとと

もに、市町村社会福祉協議会における法人後見専門員の育成のた

めの研修会などを実施する。 

② 広域的な法人後見受任体制整備等 

単独市町村での体制整備等が困難な市町村における次の取組に

対して支援 

・権利擁護支援のための広域的な地域連携ネットワークの構築 

・後見人の確保に向けた広域的な法人後見受任体制整備 

・成年後見制度に関心のある地域住民を対象としたセミナー等の

開催 

アウトプット指標 ①法人後見支援員（市民後見人）養成研修修了者数 20名 

②法人後見支援員（市民後見人）フォローアップ研修受講者数 80名 

③法人後見専門員育成研修受講者数 80名 

④広域的な法人後見受任体制整備に向けた研修、普及啓発等の実施

地区 １地区 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

市民後見人養成研修修了者を法人後見支援員として育成するとと

もに、実務を行う法人後見専門員の育成、資質向上を図り、市町村社

会福祉協議会等による法人後見受任の体制を整備し、法人後見を実

施する市町村数が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,393 

基金充当額 

（国費） 

公 

 

(千円) 



73 

6,728 における 

公民の別 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,929 

4,485 

県（Ｂ） (千円) 

3,464 

2,243 

民  (千円) 

6,929 

4,485 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,393 

6,728 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,929 

4,485 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者･女性･高齢者）の参入促進事業 

事業名 【No.17】 

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進

事業（福祉人材ＵＩＪターン強化事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,651千円 

2,280   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福祉・介護従事者の確保については、県内在住者だけではなく、県

外在住者（本県への移住・ＵＩＪターン希望者）に対しても参入促進

を図る必要がある。 

 アウトカム指標 本県への移住・ＵＩＪターン者のうち、福祉・介護事業所への就職者

数 10名、介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 各福祉事業所を通じた冊子を作成し、本県へのＵＩＪターン希望

者に対し、県外の移住相談支援センターや就職支援コーディネータ

ー等を通して配布するとともに、その内容を掲載したホームページ

を作成し、ＰＲすることを通じて、福祉の仕事内容ややりがい、本県

ならではの働きやすさ等を見える化し、移住相談会等の機会を通じ

て、積極的にＰＲを実施する。 

アウトプット指標 県外の移住相談会等での福祉の仕事相談件数 30件 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

県外の移住相談会等での相談者に、宮崎ひなた暮らしＵＩＪター

ンセンターや宮崎県福祉人材センターが継続的に就職支援を行い、

本県での福祉・介護事業所での就職に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,651 

2,280 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,767 

1,520 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

884 

760 

民 (千円) 

1,767 

1,520 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,651 

2,280 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 1,767 

1,520 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解

促進事業 

事業名 【No.18】 

みやざきの福祉を支える、ひなたの人材確保推進

事業（福祉の仕事キャリア教育連携事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,450千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

高齢化の進展等により、介護需要の増加が見込まれる中で、将来の

福祉分野を担う人材の確保が大変重要であり、若年層等に対して、福

祉の仕事の理解を深め、福祉分野への進路選択や就業を促進する必

要がある。 

 アウトカム指標 「福祉の仕事」出前講座のアンケート調査において、「福祉の仕事に

興味を持った」と回答した学生の割合 90％、介護サービス従事者数

の増加 

事業の内容 ① 「福祉の仕事」出前講座 

 教育関係者や市町村社会福祉協議会、社会福祉施設等の関係機関と連

携し、小学生から高校生まで各世代に応じた出前講座を実施し、福祉の

仕事の重要性ややりがい等を伝える。 

② 「福祉事業所見学会」ＰＲ動画の作成 

福祉の仕事の種類や役割、資格等について、また、実際の現場に

携わっている人から聞いた業務内容や現場の様子を紹介するＰＲ動

画を作成する。動画は、福祉の仕事に興味のある方や就労を希望す

る方、県内の中学生及び高校生に対し配布し、福祉の仕事のやりが

いや魅力について理解を深める。 

アウトプット指標 「福祉の仕事」出前講座実施回数：25回、受講生徒数：1,500名 

福祉事業所見学会実施回数：6回、参加者数：360名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

「福祉の仕事」出前講座等を通じて、多くの児童・生徒に福祉の仕

事に興味を持ってもらい、福祉分野への進学や就職に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

6,450 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

4,300 

県（Ｂ）  (千円) 

2,150 

民  (千円) 

4,300 
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計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

6,450 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 

4,300 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事

業(ロ) 

事業名 【No.19】 

介護福祉士をめざす外国人留学生の受入支援事業

（ＰＲ支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000千円 

0   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県においては、各種の事業を展開し、国内での介護人材の確保に

努めているところであるが、確保に苦労している介護施設等もあり、

外国に人材を求める動きが出ている。 

 アウトカム指標 補助事業者が運営する学校への翌年度の留学生入学者数 

事業の内容 介護福祉士養成施設が外国人留学生を確保するために行うＰＲ活

動に係る費用の一部を助成する。 

アウトプット指標 補助事業者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

ＰＲ事業や奨学金等の支援を行うことで介護福祉士をめざす外国

人留学生が増え、介護福祉士の資格取得後には本県の介護人材の確

保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

0 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

 

基金 国（Ａ）  (千円) 

667 

0 

県（Ｂ）  (千円) 

333 

0 

民 (千円) 

667 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,000 

0 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事

業(イ) 

事業名 【No.20】 

介護福祉士をめざす外国人留学生の受入支援事業

（奨学金等支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,160千円 

3,240   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県においては、各種の事業を展開し、国内での介護人材の確保に

努めているところであるが、確保に苦労している介護施設等もあり、

外国に人材を求める動きが出ている。 

 アウトカム指標 介護福祉士養成施設の外国人留学生数 

事業の内容 介護施設等が外国人留学生に対して支援する奨学金等に係る費用

の一部を助成する。 

アウトプット指標 補助事業者数及び対象留学生数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

ＰＲ事業や奨学金等の支援を行うことで介護福祉士をめざす外国

人留学生が増え、介護福祉士の資格取得後には本県の介護人材の確

保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,160 

3,240 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

 

基金 国（Ａ）  (千円) 

12,773 

2,160 

県（Ｂ）  (千円) 

6,387 

1,080 

民 (千円) 

12,773 

2,160 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

19,160 

3,240 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護

の職場体験事業 

事業名 【No.21】 

元気に活躍する明るい長寿社会づくり支援事業

（介護の担い手体験事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

419千円 

0   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

元気な高齢者の介護分野での就労促進 

 アウトカム指標 就労体験後の高齢者の介護サービス事業所への就職者数 

事業の内容 元気な高齢者に対し、介護の担い手として活躍してもらうため、介

護施設における就労体験を実施し、就労意欲のある高齢者に福祉人

材センター等に登録してもらい、その後の就労の有無を確認する。 

アウトプット指標 就労体験参加者数 40名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

就労体験を通じて、介護の魅力を理解してもらうことにより、高齢

者の就労につながり、介護従事者数の増加が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

419 

0 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

279 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

279 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

140 

0 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

419 

0 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（ハ） 

事業名 【No.22】 

介護事業所におけるＩＣＴ導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,000千円 

7,940   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

生産年齢人口の急速な減少、県外や他の高付加価値産業への人口

流出等を勘案すれば、現職の介護職員が最大限に力を発揮し、生産性

の向上を図ることが不可欠である。 

 アウトカム指標 記録等作成業務の時間の短縮、介護職員の離職率の低下 

事業の内容 介護事業所におけるＩＣＴ化を抜本的に推進するため、ＩＣＴ化

を活用して介護記録から請求業務まで一気通貫して行うことができ

るよう、介護事業所における介護用ソフト及びタブレット端末等に

係る購入費用に対して助成する。 

アウトプット指標 補助事業所 26事業所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

対象事業所に補助することで、記録作成等業務に係る時間が短縮

される等、介護の現場の職場環境の改善が図られ、ひいては、介護職

員の離職率の低下につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,000 

7,940 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

16,000 

5,293 

県（Ｂ） (千円) 

8,000 

2,647 

民 (千円) 

16,000 

5,293 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,000 

7,940 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
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備考 ※R3 事業費は R2 基金分（16,060 千円）と R3 基金分（7,940 千円）

の計 24,000千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（ロ） 

事業名 【No.23】 

労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業

（導入支援） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

20,910千円 

90,386   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４５年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を確保するためには介護サービス事業者に対し、介護ロ

ボットの導入や、体力に不安のある女性介護職員等も継続して就労

しやすい環境整備を支援する必要がある。 

 アウトカム指標 県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボットを導入し

ている施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容 県内の介護サービス事業者が行う介護ロボットの導入や通信環境整

備を支援する。 

アウトプット指標 補助事業所数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護サービス事業所における業務効率化を図るとともに、体力に

不安のある女性等にも継続して就労しやすい環境を整備すること

で、介護人材の確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

20,910 

90,386 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

(千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

13,940 

60,257 

県（Ｂ） (千円) 

6,970 

30,129 

民 (千円) 

13,940 

60,257 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

20,910 

90,386 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考 ※R3は H28～R2計画（79,090千円）との計 100,000千円 
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※R3事業費は H28～R3基金分の計 99,658千円 

※R3 基金充当額は、R3 年度分(20,511 千円)＋R4 年度分（69,875 千

円）の計 90,386千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（イ） 

事業名 【No.24】 

労働環境改善に向けた介護ロボット導入支援事業 

（セミナー・見学会） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

239千円 

0   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を確保するためには介護サービス事業者に対し、介護ロ

ボットの導入や、体力に不安のある女性介護職員等も継続して就労

しやすい環境整備を支援する必要がある。 

 アウトカム指標 県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロボットを導入し

ている施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容 介護ロボットの普及促進を図るため、介護ロボット導入の先進事

例や導入効果を紹介セミナー・先進事例見学会を開催する。 

アウトプット指標 セミナー・見学会の参加事業者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護サービス事業所における業務効率化を図るとともに、体力に

不安のある女性等にも継続して就労しやすい環境を整備すること

で、介護人材の確保につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

239 

0 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

 (千円) 

159 

0 

基金 国（Ａ）  (千円) 

159 

0 

県（Ｂ）  (千円) 

80 

0 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

239 

0 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（イ） 

事業名 【No.25】 

介護ロボット体験・普及促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,729千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（宮崎県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護サービス事業者への介護ロボットの効果的な導入を支援する

ため、県福祉総合センターの福祉用具展示場に実際に体験できるコ

ーナーを設置し、介護サービス事業者に対し、一定期間無償貸出を行

う必要がある。 

アウトカム指標：県内の特別養護老人ホームのうち、何らかの介護ロ

ボットを導入している施設の割合 100%（令和４年度） 

事業の内容 展示・貸出用の介護ロボットを県が購入し、配置する。また、来

場者に対し、介護ロボットの効果的な活用方法や導入事例、導入効

果を紹介するとともに、介護サービス事業者に対し、一定期間無償

貸出を行う。 

アウトプット指標 展示場を利用し、介護ロボットを導入した事業所数 年間４５か所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

介護現場を再現した展示スペースで実機に触れて体験したり、実

際に介護ロボットを介護施設で使用することで、介護ロボットの有

用性を実感してもらい、介護施設への普及促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

3,729 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 

 

 (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,486 

県（Ｂ）  (千円) 

1,243 

民  (千円) 

2,486 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

3,729 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 

2,486 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.26】 

未来へはばたけ！福祉系高校生応援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,820千円 

8,938   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を安定して確保していくためには未来の宮崎の介護現場

を担う若い介護職員を育成・確保することが必要であるが、介護福祉

士を養成する福祉系高校の入学定員充足率が低い状況となってい

る。 

福祉系高校では、学費以外に介護の専門教育を学ぶための実習費、

教材費、被服費等の負担感が大きく、福祉系高校への入学の障壁とな

っている。 

 アウトカム指標 Ｒ３高校卒業者における県内就職者の数 59名以上 

事業の内容 福祉系高校生の実習に係る経費等を助成 

アウトプット指標 Ｒ４の福祉系高校入学者数 10名増（Ｒ３：113名→Ｒ４：123名） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

福祉系高校生への補助により、県内の福祉系高校の入学定員充足

率の向上を図り、本県の介護人材の確保に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

14,820 

8,938 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

9,880 

5,958 

基金 国（Ａ）  (千円) 

9,880 

5,958 

県（Ｂ）  (千円) 

4,940 

2,980 

民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

14,820 

8,938 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解

促進 

事業名 【No.27】 

福祉系高校と連携した中学校への介護の魅力発信

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,591千円 

228   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材を安定して確保していくためには、未来の宮崎の介護現

場を担う若い介護職員を育成・確保することが必要であるが、介護福

祉士を養成する福祉系高校の入学定員充足率が低い状況となってい

る。 

より多くの中学生が福祉系高校へ進学し介護現場へと就職する好

循環を生み出すため、介護への関心を持てるような取組がより一層

必要である。 

 アウトカム指標 福祉系高校の入学定員充足率向上  

事業の内容 中学生を対象に、福祉系高校と連携して介護の魅力発信や VR技

術による認知症疑似体験、介護ロボット体験、高校生による介護技

術レクチャー等を実施する。 

アウトプット指標 中学生へのアンケート結果で「介護に関する興味、関心を持った」割

合、「介護の仕事をやってみたいと感じた」割合が体験後 20％アッ

プ。 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

中学生に対する介護の理解促進を図ることで、福祉系高校の入学

者数を増やし、本県の介護人材の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,591 

228 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

1,061 

152 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,061 

152 

県（Ｂ）  (千円) 

530 

76 

民 (千円) 
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計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,591 

228 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

（イ） 

事業名 【No.28】 

外国人介護人材確保対策事業 

（外国人介護人材受入セミナーの開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,078千円 

682   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後ますます増大する介護ニーズに対応していくため、県内の介

護従事者の確保は喫緊の課題。 

外国人材採用を検討している事業者は一定数存在するが、採用に

関するノウハウの不足やコミュニケーションに関する不安等が採用

の妨げとなっている。 

 アウトカム指標 県内外国人介護人材数の増 

事業の内容 外国人材採用を検討している介護サービス事業者向けに、具体的

な外国人材採用方法や不安解消に関するセミナーを実施する。 

アウトプット指標 セミナー受講者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

セミナーの開催により外国人介護人材の採用を検討している事業

者の不安を解消して実際の外国人材採用に繋げ、介護人材の確保を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,078 

682 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

719 

454 

県（Ｂ）  (千円) 

359 

228 

民  (千円) 

719 

454 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,078 

682 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 

719 その他（Ｃ） (千円) 
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454 

備考  

  



92 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受け入れ施設等環境整備事業 

事業名 【No.29】 

外国人介護人材確保対策事業 

（外国人介護人材受入施設等環境整備事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,128千円 

1,599   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後ますます増大する介護ニーズに対応していくため、県内の介

護従事者の確保は喫緊の課題。 

外国人材の円滑な定着のため、外国人材を受け入れる事業所の受

け入れ環境整備（多言語翻訳機の購入や外国人材の学習支援等）の需

要が高まっている。 

 アウトカム指標 県内外国人介護人材数の増 

事業の内容 外国人材を受け入れる介護事業所に必要な機材の購入や研修の実

施に要する経費等への補助を行う。 

アウトプット指標 補助事業者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

外国人材を受け入れる環境整備を実施することで、外国人材や日

本人職員が働きやすい環境を整え、介護人材の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

2,128 

1,599 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,419 

1,066 

県（Ｂ）  (千円) 

709 

533 

民 (千円) 

1,419 

1,066 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

2,128 

1,599 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業（ハ） 

事業名 【No.30】 

新人介護職員定着支援事業 

（新人介護職員交流研修の開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,267千円 

3,244   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 15.7％で、前年（18.

5％）と比べると改善しているものの、採用から３年未満の若手介護

職員の離職率は ６割を超えており、教育や研修等による、若手職員

定着のための対策が必要である。また、介護職員の離職理由として、

「職場の人間関係の問題」、「自分の将来の見込が立たないこと」、「法

人や施設等の理念や運営方針等に対する不満」が上位に入っている。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下、本県における介護職員の採用

後３年未満の離職率 61.4%→50% 

事業の内容 本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、新人介護職員のモ

チベーション向上及び事業所の枠を超えた交流機会の創出を目的と

した研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本県における若手介護職員の離職率の改善が図られることで、県

内の介護サービス従事者の離職率低下に繋がることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

3,267 

3,244 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,178 

2,162 

県（Ｂ）  (千円) 

1,089 

1,082 

民  (千円) 

2,178 

2,162 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

3,267 

3,244 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 2,178 

2,162 

備考  

  



95 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）人材育成力の強化 

（小項目）新人介護職員に対するｴﾙﾀﾞｰ、ﾒﾝﾀｰ制度導入支援事業 

事業名 【No.31】 

新人介護職員定着支援事業 

（新人育成担当者養成研修の開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,870千円 

1,856   

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（民間委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

本県における介護職員の１年間の離職率は 15.7％で、前年（18.

5％）と比べると改善しているものの、採用から３年未満の若手介護

職員の離職率は ６割を超えており、教育や研修等による、若手職員

定着のための対策が必要である。また、介護職員の離職理由として、

「職場の人間関係の問題」、「自分の将来の見込が立たないこと」、「法

人や施設等の理念や運営方針等に対する不満」が上位に入っている。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者の離職率の低下、本県における介護職員の採用

後３年未満の離職率 61.4%→50% 

事業の内容 本県の将来を担う介護人材の定着を図るため、各介護事業所・施

設における新人育成担当者向けの研修を実施する。 

アウトプット指標 研修参加者数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

本県における若手介護職員の離職率の改善が図られることで、県

内の介護サービス従事者の離職率低下に繋がることが期待される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

1,870 

1,856 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

基金 国（Ａ）  (千円) 

1,247 

1,237 

県（Ｂ）  (千円) 

623 

619 

民  (千円) 

1,247 

1,237 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

1,870 

1,856 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

 (千円) 

1,247 その他（Ｃ） (千円) 
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1,237 

備考  

  



97 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業所

等のサービス提供体制確保事業 

事業名 【No.32】 

介護サービス継続支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

112,409千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県(一部老人保健施設協会等に委託) 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護サービスは、要介護・要支援の高齢者やその家族にとって住み

慣れた地域における生活を支えるために必要不可欠なものであり、

新型コロナウイルス感染症の発生による介護サービス提供体制に対

する影響をできるだけ小さくしていく必要がある。 

 アウトカム指標 新型コロナ発生事業所等でのサービスの継続 

事業の内容 介護サービス事業所等で感染者が発生した場合でも、継続してサ

ービスを提供できるよう、かかり増し経費の補助や緊急時の応援職

員派遣調整等を実施する。 

アウトプット指標 ①補助実施事業所・施設等数 

②応援派遣候補者登録数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

新型コロナウイルスが発生した事業所の緊急時に必要なかかり増

し経費を支援することで、継続した介護サービスを確保することが

でき、要介護高齢者などへの安心につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

112,409 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

 

公 (千円) 

 

基金 国（Ａ）  (千円) 

74,939 

県（Ｂ）  (千円) 

37,470 

民 (千円) 

74,939 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

112,409 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,000 

その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業（イ） 

事業名 【No.33】 

介護福祉士等養成・確保特別対策事業 

（福祉系高校） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

148,985千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護福祉士の資格取得を目指す福祉系高校については、資格取得

後の介護職としての定着率が高く、こうした福祉系高校の定員充足

率の増加を図る必要がある。 

 アウトカム指標 福祉系高校の入学定員充足率向上 

事業の内容 福祉系高校の学生を対象とした返済免除付き貸付事業を実施する。 

アウトプット指標 福祉系高校修学資金貸付数 140名×３学年 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

福祉系高校生への貸付により県内の福祉系高校の入学定員充足率

の向上を図り、介護人材の確保に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

148,985 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ）  (千円) 

99,323 

県（Ｂ）  (千円) 

49,662 

民 (千円) 

99,323 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

148,985 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業（ロ） 

事業名 【No.34】 

介護福祉士等養成・確保特別対策事業（他分野） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000千円 

対象となる医療介護総

合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護人材については、慢性的な人手不足に加え、新型コロナウイル

ス感染症の感染防止対策や利用者が感染した場合の対応等によっ

て、高齢者介護施設等における業務が増大しており、介護人材不足が

一層懸念されることから、より幅広く新たな介護人材を確保する必

要がある。 

 アウトカム指標 介護サービス従事者数の増加 

事業の内容 他業種から介護職へ参入する人を対象とした返済免除付き貸付事

業を実施する。 

アウトプット指標 介護職就職支援金貸付（介護分野） 15名 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

他業種から介護職へ参入する人への貸付により迅速に新たな人材

を確保し、本県の介護人材の確保に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

3,000 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ）  (千円) 

2,000 

県（Ｂ）  (千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

3,000 

うち受託事業等 

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業所

等のサービス提供体制確保事業 

事業名 【No.35】 

介護サービス事業所等感染症対策支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

45,974千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 宮崎県（一部国保連等に委託） 

事業の期間 令和３年１０月１日～令和４年３月３１日 

背景にある医療・介護

ニーズ 

介護サービスは、要介護・要支援の高齢者やその家族にとって住み

慣れた地域における生活を支えるために必要不可欠なものであり、

最大限の感染症対策を継続的に行いつつ、必要なサービスを提供す

る体制を構築する必要がある。 

 アウトカム指標 介護サービス事業所等でのサービス継続 

事業の内容 介護サービス事業所等が、感染症対策を徹底しつつサービスを継

続的に提供するための取組等を支援する。 

アウトプット指標 補助実施事業所・施設等数 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

感染症対策を行う介護サービス事業所等に対して支援することに

より、事業所や施設内での感染症防止につながるとともに、利用者や

職員は安心してサービスを利用・提供できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

45,974 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

30,649 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

15,325 

民 (千円) 

30,649 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

45,974 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

3,493 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

 


